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（敬称略　５０音順 ）
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　柏市保健衛生審議会専門分科会　委員名簿

母子保健専門分科会

氏　名 所属・役職等 備　考

1 足　立　千賀子 千葉県助産師会

2 奥　野　智　禎 千葉県柏児童相談所所長

3 菊　池　春　樹 東京成徳大学応用心理学部臨床心理学科助教

4 窪　谷　　　潔 柏市医師会

5 齋　藤　世利子 柏市小中学校校長会

6 佐　藤　紀　子 千葉県立保健医療大学健康科学部看護学科教授 会長

7 鈴　木　美岐子
柏市私立認可保育園協議会会長
花の井保育園園長

8 橘　　　房　子 柏市民健康づくり推進員連絡協議会副会長

9 中　矢　静　子 柏市私立幼稚園協会

10 巻　淵　順　子 柏歯科医師会

11 柳　川　幸　重 柏市医師会

12 和　田　靖　之 東京慈恵会医科大学附属柏病院小児科診療部長 副会長

13 渡　邊　智　子 千葉県立保健医療大学健康科学部栄養学科教授

（敬称略　５０音順 ）

健康増進専門分科会

氏　名 所属・役職等 備　考

1 小　野　泰　弘 柏歯科医師会衛生委員長

2 小　林　正　之 北柏ナーシングケアセンター施設長 会長

3 佐　藤　紀　子 千葉県立保健医療大学健康科学部教授 副会長

4 多　田　紀　夫 柏市立介護老人保健施設はみんぐ施設長

5 橘　　　房　子 柏市民健康づくり推進員連絡協議会副会長

6 長　瀬　慈　村 柏市医師会副会長

7 中　村　佳　弘 柏市薬剤師会会長

8 橋　本　英　樹 東京大学大学院医学系研究科教授

9 星　野　啓　一 柏ノースモッ子作戦協議会委員

10 宮　下　英　男 柏市保健所管内調理師会

11 吉　川　良　子 柏市スポーツ推進委員協議会会長

12 吉　武　由　美 公募委員

13 吉　場　幹　雄 柏市体育協会事務局長

（敬称略　５０音順 ）
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柏市保健衛生審議会　事務局名簿

所　属 氏　名

1 保健所長 山　崎　彰　美

2 保健所次長兼総務企画課長 能　崎　　　勉

3 保健予防課長 戸　来　小太郎

4 生活衛生課長 田　邉　裕　通

5 動物愛護ふれあいセンター所長 竹　田　雅　一

6 地域保健課長 根　本　暁　子

7 健康増進課長 相　馬　桂　子

8 衛生検査課長 髙　橋　美由紀
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柏市保健所の組織図（平成３０年４月１日）

衛生検査課 検査担当 ［感染症の検査，衛生検査］

子育て包括担当 ［子育て世代包括支援センター］

健康増進担当 ［健康増進事業，予防接種］

健康増進課
成人健診担当 ［成人健診事業］

動物愛護ふれあいセンター 動物愛護担当
［動物愛護，
　狂犬病予防］

地域保健担当 ［柏市民健康づくり推進員］

地域保健課 母子保健担当 ［母子保健］

感染症・疾病対策担当
［感染症の予防，難病・肝炎の医療費
　助成，難病相談］

保健予防課
精神保健福祉担当 ［精神保健に係る相談支援］

環境衛生担当 ［環境衛生］

生活衛生課
食品衛生担当 ［食品衛生］

総務企画担当 ［地域保健の企画立案，医療連携］

保健所長 総務企画課
医事薬事担当 ［医事薬事，医療安全相談，薬物乱用防止］

資料４
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柏市保健衛生審議会開催スケジュール
H30.7～H32.6

柏市保健衛生審議会
（委員１５名）

平成３０年８月２３日
・会長，副会長選出
・平成２９年度重点事業
・平成３１年度新規事業案
平成３１年８月末
・各分科会報告
・平成３２年度新規事業案

健康増進専門分科会
（委員１３名）

H30.8
H31.7
H32.7
・健康増進計画の
進捗評価

母子保健専門分科会
（委員１３名）

H31.2
H31.7,H32.2
H32.7
・母子保健計画の
進捗評価

危機管理事案
発生時

・緊急対策
又は事案検証

資料５
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資料６

柏市第五次総合計画・保健所事業関係部分抜粋

分野 取組 事業
重点
事業

部署
第五次総合計画
関連ページ

妊娠から子育てまでの総合的な支援体制整備 ○ 地域保健課

子育て情報体制の整備 地域保健課

乳幼児の健やかな成長支援 地域保健課

要支援家庭への個別支援の充実 地域保健課

健康的な食習慣に関する啓発・環境整備 ○ 健康増進課

運動習慣に関する啓発・環境整備 ○ 健康増進課

喫煙や飲酒による健康影響に関する啓発・環境整備 健康増進課

歯・口腔の健康に関する啓発・環境整備 健康増進課

柏市・地域職域連携推進事業の実施 健康増進課

がん検診等の周知及び受診率の向上 健康増進課

健康相談 健康増進課

4　安心して医療を受けられるための体制づくり 医療安全相談体制の充実 総務企画課

5　医療的ケアが必要な患者や家族等への支援 難病患者及び家族支援体制の整備・充実 保健予防課

健康危機管理体制・対応力の強化 保健予防課

薬事毒劇物指導の強化 総務企画課

健康危機における心のケア及び支援体制の整備 保健予防課

衛生検査能力の向上 衛生検査課

食品・環境衛生監視指導体制の充実 生活衛生課

食品・環境衛生検査体制の充実 生活衛生課

食中毒等予防に係る啓発 生活衛生課

ＨＡＣＣＰ導入の普及 生活衛生課

感染症の平常時対策の強化 保健予防課

感染拡大防止の迅速かつ適正な実施 保健予防課

新興・再興感染症対策の整備，強化 保健予防課

動物愛護精神の普及啓発 動物愛護ふれあいセンター

動物愛護ボランティアとの連携促進 動物愛護ふれあいセンター

収容動物の返還・譲渡の促進 動物愛護ふれあいセンター

38,39,58－61

62-71

72-78

128,129

医療・介護及び支援体
制の充実

健康被害の防止と安全
の確保

1　子どもの健やかな成長支援

1　生活習慣病の発症及び重症化予防の推進

2　健康危機に備えた体制づくり

3　食品・環境衛生対策の推進

4　感染症対策の充実・強化

5　人と動物との共生社会の推進

施策

１
　
こ
ど
も
未
来

２
　
健
康
・
サ
ポ
ー

ト

６
　
安
全
・
安
心

1-4.

2-1.

2-2.

6-2.

子ども及び家庭の状況
に応じたきめ細かな支
援の推進

健康寿命の延伸
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平成２９年度保健所事業（柏市第五次総合計画重点事業）評価

① 子育て世代包括支援センター運営事業

② 柏市こんにちは赤ちゃん事業（乳児家庭全戸訪問事業）

a

b

c

事務事業総数 事業

指標総数 指標 達成率：平成２９年度実績値／目標値　（％）

　【課題及び今後の方向性】

・上記２事業いずれも，近年の核家族化や少子化等による社会的な要請から，法令等に基づき義務
的又は全国的に実施されているものであり，今後も重点事業としていく必要がある。

・各事業における個別の課題と対応方針

　<①子育て世代包括支援センター運営事業>
　　課題：相談支援の充実／対応：職員の体制及びスキルの充実，関係機関との連携強化

　<②柏市こんにちは赤ちゃん事業>
　　課題：要支援者への的確な支援／対応：職員の体制及びスキルの充実，関係機関との連携強化

事務事業 指標名 単位

指標数 1 2

84.0

　【達成状況（目標値に対する平成２９年度実績値）】

2

3

達成率 0-25％ 25-50％ 50-75％ 75-100％ 100％-

② こんにちは赤ちゃん訪問面談率 ％ 60.0 67.0 60.0

73.0

② 新生児訪問面談率 ％ 70.0 70.1 87.0 74.6

① 妊娠届出時の保健師等による面談率 ％ 40.0 47.5 60.0

平成28年度 平成29年度

目標値 実績値 目標値 実績値

　【事業名】 　【主管課】

　【対象事務事業】

・妊娠期から子育て期に至るまでの総合的相談支援窓口として柏市妊娠子育て相談センターを運営
・市内３か所（柏駅前，ウェルネス柏，沼南支所）（平成３０年４月から４か所，市役所別館に設置）
・妊娠届出時の専門職による全数面談，妊娠・出産・子育てに関する相談，支援プランの作成，各種
情報提供等

・生後３か月までの新生児を対象に，保健師や助産師による全数訪問を実施　<新生児訪問>
・上記新生児訪問での未実施家庭を対象に，生後４か月までに，看護師による訪問を実施　<こんに
ちは赤ちゃん訪問>
・児の発育状況や母の心身の健康状況を確認し，生活や育児に関する相談支援を実施

　【成果指標】

妊娠から子育てまでの総合的な支援体制整備 地域保健課

資料７(1)
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平成２９年度保健所事業（柏市第五次総合計画重点事業）評価

① 給食施設指導事業

② 栄養改善事業

a

b

c

「野菜を食べよう柏協力店」は平成２９年度からの新規事業

事務事業総数 事業

指標総数 指標 達成率：平成２９年度実績値／目標値　（％）

　【課題及び今後の方向性】

・給食施設に対し，健康維持・増進のために適切な栄養管理が重要であること，併せて野菜摂取に
ついても意識するよう指導をしていく。
・「野菜を食べよう柏協力店」の登録店舗数を増やすこととともに，外食でも手軽においしい野菜を摂
取できる本事業を市民に周知し，野菜の摂取量が増加することを目指す。

健康的な食習慣に関する啓発・環境整備 健康増進課

事務事業 指標名 単位 目標値

指標数 1 2

　【達成状況（目標値に対する平成２９年度実績値）】

2

3

達成率 0-25％ 25-50％ 50-75％ 75-100％ 100％-

② 「野菜を食べよう柏協力店」の増加 店 30 - 8

② 研修会参加人数 人 70 71 67

実績値

平成28年度 平成29年度

① 塩分相当量について，適切な栄養管理ができている施設の割合 ％ 88.0 79.0 66.0

　【事業名】 　【主管課】

　【対象事務事業】

　特定給食施設及び小規模給食施設に対して，健康増進法で規定される栄養管理基準による給食
運営ができるよう，施設の特性に応じた指導を行なう。個別指導，集団指導，調査報告のとりまとめ
等を年間を通じて実施する。

　市民の食の課題である朝食欠食，野菜の摂取不足を改善するため，担当部署や調理師会，集団
給食研究会と連携し，課題解決のための研修会を実施する。また，柏市内の飲食店と連携した「野
菜を食べよう柏協力店」事業を展開し，野菜摂取向上につながる食環境整備を図る。

　【成果指標】

資料７(2)
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平成２９年度保健所事業（柏市第五次総合計画重点事業）評価

① 地域ウォークの推進

a

事務事業総数 事業

指標総数 指標 達成率：平成２９年度実績値／目標値　（％）

　【課題及び今後の方向性】

・運動習慣者の増加を目指し，階段ウォーク等，日常生活の中で取り組むことができる手軽な運動や
ストレッチ等の情報提供を行う。
・運動習慣の定着を目指し，関係部署や関係機関と連動したウォーキングコース等の情報発信を行
う。

運動習慣に関する啓発・環境整備 健康増進課

事務事業 指標名 単位 目標値

指標数 1

　【達成状況（目標値に対する平成２９年度実績値）】

1

1

達成率 0-25％ 25-50％ 50-75％ 75-100％ 100％-

平成28年度 平成29年度

① 歩く習慣のない人のウォーキングイベント参加者の割合 ％ 30.0 29.0 18.0

　【事業名】 　【主管課】

　【対象事務事業】

ウォーキングを始めるきっかけづくりやウォーキングを継続のための事業展開
・ウォーキングパスポートの発行　　・関係機関と連携したウォーキングに関する情報提供
・気軽に取り組める運動の啓発　　 ・地域でのウォーキング講座の開催

　【成果指標】

実績値

資料７(3)
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平成３１年度新規・拡充事業実施までの流れ

【ステップ１】 事業実施の必要性の検討
・既存事業の評価
・社会情勢の変化
・法令等の制定，改正
・市民等からの要望

【ステップ３】 事業実施の要求
・関係部署との調整
（事務事業の追加・見直し，予算要求等）

【ステップ２】 事業効果の検討
・実施内容，方法等の検討
（関係部署，関係団体との協議等）
・財源の確保
（補助金，既存事業の見直し等）

資料８

柏市
保健衛生
審議会
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平成３１年度保健所新規・拡充事業について

【事業名】 【主管課】　

骨髄移植ドナー支援事業 総務企画課

【新規／拡充】 【財源】

新規 県補助あり

【事業の内容】

①　骨髄等移植の促進を目的に，提供者（ドナー）の市民を対象に，提供に要した日数に応じて助成する
　　（２０，０００円／日，７日間を上限）。
②　①の対象者が就業する事業所に助成する（１０，０００円／日，７日間を上限）。
③　ホームページ掲載，チラシ配布等により周知を図る。
④　県補助額１／２

【導入の背景（法令，国，近隣自治体の状況】

①　平成２９年８月４日に千葉県が「骨髄移植におけるドナー支援事業補助金交付要綱」を制定。
　　（平成２９年４月１日から適用）
②　平成３０年７月３１日現在，千葉県内では１８市が実施し，さらに６市町が実施予定。
　　（実施自治体：千葉市，船橋市，松戸市，野田市，流山市，我孫子市，鎌ケ谷市，印西市，習志野市，
　　　八千代市，佐倉市，成田市，市原市，木更津市，君津市，山武市，いすみ市，大網白里市）
③　平成３０年６月末時点で，全国の患者登録数（累計）５４，０５４人，ＨＬＡ適合患者数（累計）４３，０５０
　　人。
④　平成３０年６月末時点で，千葉県のドナー登録者数１５，００６人，柏市のドナー登録者推定数１，６１５
　　人。

資料９(1)
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平成３１年度保健所新規・拡充事業について

【事業名】 【主管課】

食品営業施設監視・指導事業 生活衛生課

【新規／拡充】 【財源】

拡充 市単費

【事業の内容】

①　食品関係事業者の監視実施により，健康被害の未然防止と安全な食品の流通確保。
②　ＨＡＣＣＰの考え方を取り入れた衛生管理の周知と導入の推進。
③　監視時，ＨＡＣＣＰ取組状況の確認及び指導。

【導入の背景（法令，国，近隣自治体の状況】

食品衛生法の一部改正（ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の制度化）。

資料９(2)
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平成３１年度保健所新規・拡充事業について

【事業名】 【主管課】

柏市における猫の飼育実態調査及び猫に係る市民意識調査 動物愛護ふれあいセンター

【新規／拡充】 【財源】

新規 市単費

【事業の内容】

①　市内で飼育されている猫の推定数及び飼い主のいない猫の推定数を把握する。
②　猫に係る市民意識調査により，猫の生息が市民生活に及ぼす影響度合いを把握する。
③　調査は現地調査及びアンケート調査，また必要に応じ電話調査により実施する。
　　なお，調査は外部委託とし，必要な予算を確保する。
④　調査結果は，市ホームページに公開し，意識調査結果により得られた情報を市民が共有できること
　　とする。

【導入の背景（法令，国，近隣自治体の状況】

①　動物愛護法の対象動物である猫について，市内に生息する実数を行政が把握する手段がない。
　　 このような状況の中，猫に対する苦情・相談は後を絶たず，根本的な行政施策の立案に苦慮して
　　いる。
②　飼い主のいない猫の推定数を把握することにより，当所の既存事業である「猫の不妊去勢手術
　　助成金交付事業」の効果判定の一助とする。
③　東京都では約５年ごとに，「東京都における犬及び猫の飼育実態調査」を実施しており，行政施策の
　　基礎資料として有効に活用されている。

資料９(3)
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東京都における犬及び猫の飼育実態調査について 

       ［参考：「東京都における犬及び猫の飼育実態調査の概要（平成２３年度）」 

                                （東京都福祉保健局）］ 

 

１ 調査目的 

東京都では平成９年度及び平成１８年度に犬及び猫の飼育実体調査を実 

 施し，犬及び猫の飼育頭数の実体把握及び課題の抽出等を行い，動物の愛護 

 及び管理に関する行政施策に反映してきた。 

平成１８年度の調査から５年を経て，現状を評価し，今後の行政施策検討 

 の基礎情報とすることを目的とし，東京都における犬及び猫の飼育頭数実態 

 及びペット飼育に関する都民意識等の調査を実施した。 

 

２ 調査期間 

  平成２３年１０月２４日～平成２４年３月１６日 

 

３ 実施項目 

 (1) 資料調査 

 (2) 猫の個体生息数の推定を行うための現地調査 

 (3) 犬及び猫の飼育に関するアンケート調査 

 

４ 調査方法及び内容 

 (1) 資料調査（引取り頭数，負傷動物収容頭数等） 

   東京都統計を整理。 

 (2) 猫の個体生息数の推定を行うための現地調査 

   ３０箇所を無作為抽出し５ｋｍ程度の現地調査ルートを設定し，ルート 

上をゆっくり歩き，ルートの片側５ｍ，両側で１０ｍの可視範囲に確認し 

た猫について，頭数，確認時間，首輪の有無，耳カットの有無，子猫・成 

猫の区別，確認時の行動，個体の特徴を記録。 

 調査時間帯は日中(９～１６時)として実施。 

 (3) 犬及び猫の飼育に関するアンケート調査 

   配布数は有効回収率３０％を目標とし，各調査対象地域につき２００戸 

  ×３０地区＝６，０００通とした。 

 

５ 調査結果 

 (1) 現地調査結果（平成２３年１２月５日～７日，１２日～１５日） 

   ８１頭の屋外猫を確認。 

 (2) アンケート結果（6,000 通を配布し，有効回答計 1,472 通を集計） 

   犬飼育頭数２９８頭，犬飼育軒数２４２軒，猫飼育頭数３１７頭，猫飼 

資料９(3)参考 
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  育軒数１７５軒 

 

  【猫飼育者への設問】 

   ①猫の飼育世帯率，飼育頭数②猫の性別，年齢③猫の入手方法④猫の飼 

育期間⑤猫の身元表示方法⑥猫の不妊・去勢処置⑦メス猫の繁殖経験⑧猫 

の飼育形態⑨猫のトイレ⑩猫の餌代⑪猫の医療費⑫猫の餌代・医療費以外 

の費用⑬猫の災害対応⑭猫の災害時の備え 

 

  【猫の苦情等に関する設問】 

   ①猫の鳴き声や糞尿に対する評価②猫に関する迷惑だと感じる内容③ 

野良猫に対する評価④野良猫への餌やりを目にした経験⑤野良猫への餌 

やりの評価⑥飼い主のいない猫活動の認知度⑦犬猫に関する地域の取組 

の認知度 

 

６ 解析 

  猫の個体数推計（現地調査とアンケート結果から推計） 

  ・平成２３年度の東京都の猫の推定総数は約１１１万頭。 

・平成１８年度の９８万頭に比べ合計頭数は増加しているが，これは屋内 

飼育猫の増加によるものであり，野良猫の推定頭数は約１５万頭から約６ 

万頭へと激減している（減少率６０％）。 

 

７ 行政への要望の整理 

  ・飼い主責任・マナーに関すること(５２０件) 

  ・規制強化に関すること(１９９件) 

  ・飼い主のいない猫に関すること(１８０件) 

  ・動物取扱業者に関すること(３５件) 

  ・集合住宅におけるペット飼育に関すること(４件) 

  ・危険な動物，外来生物等に関すること(３件) 

  ・その他(７０件) 

 

 

 飼い主のいない猫対策として，東京都や千葉県を始め多くの自治体で，飼い

主のいない猫の不妊去勢手術の助成事業を行っている。 

 柏市でも年間８０万円の予算を組み，平成２９年度は１７５頭の不妊去勢手

術に対し助成を行っている。予算を増やしてはどうかという意見があるが，助

成事業の効果を計るすべがないのが現状である。 

 定期的に飼い主のいない猫の数を把握し，助成事業の効果判定の一助として

いきたい。 



平成３１年度保健所新規・拡充事業について

【事業名】 【主管課】

受動喫煙防止対策事業 健康増進課

【新規／拡充】 【財源】

新規 国補助あり

【事業の内容】

①　市民や施設管理者に対し，受動喫煙による健康影響等について，パンフレット等を配布し周知啓発を
　　行う。
②　施設管理者に対し，法改正及び受動喫煙防止対策に関する説明会等の実施。
③　受動喫煙対策促進事業として，国補助額１／２

【導入の背景（法令，国，近隣自治体の状況】

①　2018年７月１８日　受動喫煙防止対策を強化する改正健康増進法が成立。
　　 2019年夏頃　一部施行（学校，病院，児童福祉施設等，行政機関における敷地内禁煙）。
　　 2020年４月　 全面施行（事業所や飲食店等，多数の者が利用する施設等における喫煙禁止。
　　　　　　　　　　　罰則規定有）。
　　※保健所には，住民・施設等への周知啓発，相談窓口の設置，指導監督業務等が課せられる。

②　東京都では，従業員を雇う飲食店は原則屋内禁煙とするなど，国の法案より厳しい規制となる「受動
　喫煙防止条例」を，６月２７日に制定。
　　千葉市でも，東京都と同様の内容となる「受動喫煙防止条例」を制定する予定。

資料９(4)
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平成３０年度保健所新規・拡充事業について（報告）

【事業名】 【主管課】

子育て世代包括支援センター（柏市妊娠子育て相談センター） 地域保健課

【新規／拡充】 【予算（事業費）】（千円）

拡充 ４０，３４１千円

【事業の内容】

・妊娠期から子育て期に至るまでの総合的相談支援窓口として柏市妊娠子育て相談センターを運営
・市内４か所（柏駅前，柏市役所別館，ウェルネス柏，沼南支所）
・妊娠届出時の専門職による全数面談，妊娠・出産・子育てに関する相談，支援プランの作成，各種情報
提供等

<平成３０年度拡充内容>
・平成３０年４月から，柏市役所別館に設置（３か所→４か所）
・平成３０年７月から，柏駅前のスペースを拡充し「駅前すこやかルーム」として身体測定や育児相談等を
開始（実施日や内容等は順次拡充予定）

【導入の背景（法令，国，近隣自治体の状況】

・核家族化や地域のつながりの希薄化等による児童虐待の増加を防ぐために，妊娠期から子育て期に至
るまでの切れ目のない支援の強化が求められている。
・その一環として，母子保健法改正（平成２９年４月１日施行，センター設置の努力義務化）に合わせてセ
ンターを設置し，今後も重点事業として取り組んでいくもの。

資料１０(1)
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平成３０年度保健所新規・拡充事業について（報告）

【事業名】 【主管課】

８か月児相談 地域保健課

【新規／拡充】 【予算（事業費）】（千円）

新規 １，３４３千円

【事業の内容】

<新規事業　平成３０年４月開始>
・目的：乳児期の育児不安や負担の軽減，仲間づくり，必要な支援
・対象：８か月の乳児及び保護者
・内容：集団相談事業（身体計測，育児相談，講話，グループワーク，個別相談，必要に応じて継続支援）
・日時：毎月４回，各９０分程度
・場所：ウェルネス柏１階　こども健康ルーム
・実績：来所数５３２人，対象者の約６０％（４～６月実績）

【導入の背景（法令，国，近隣自治体の状況】

・核家族化や地域のつながりの希薄化等による児童虐待の増加を防ぐために，妊娠期から子育て期に至
るまでの切れ目のない支援の強化が求められている。
・その一環として法令に基づく既存の訪問や健診等を行っているが，１歳６か月児健診までの間における
全母子を対象とする事業がなかったことから，その補完と充実を目的に市独自事業として開始したもの。

資料１０(2)
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平成３０年度保健所新規・拡充事業について（報告）

【事業名】 【主管課】

がん検診 健康増進課

【新規／拡充】 【予算（事業費）】（千円）

拡充 ４１０，６９２千円

【事業の内容】

①胃がん検診において，５０歳以上の希望者が個別医療機関で内視鏡検査を受診できるよう検診メニュ
　ーの拡充（柏市医師会と契約し，委託料６１，４９９千円）。
②乳がん検診において，４０代女性は個別検診及び集団検診で２方向マンモグラフィー検査を受診できる
　よう検診メニューの拡充（柏市医師会・公益社団法人ちば県民保健予防財団とそれぞれ契約し，委託料
　１３，１２７千円・１９，６５０千円）。

 【導入の背景（法令，国，近隣自治体の状況】

①「がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針」（平成２８年2月一部改正）において，
　胃がん検診は５０歳以上の者を対象に，胃エックス線検査と内視鏡検査のいずれかを選択し，実施回数
　は２年に１回とされている。
②「がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針」（平成２８年２月一部改正）において，
　乳がん検診の実施回数は２年に１回とされ，また，４０歳代には２方向撮影を行うよう留意されている。

資料１０(3)
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○柏市保健所条例 

平成19年12月26日 

条例第47号 

改正 平成21年12月24日条例第34号 

平成25年12月25日条例第52号 

（設置） 

第１条 本市における公衆衛生の向上及び増進並びに市民の健康の保持及び増進

を図るため，地域保健法（昭和22年法律第101号。以下「法」という。）第５条

第１項の規定により，保健所を設置する。 

（名称等） 

第２条 保健所の名称，位置及び所管区域は，次のとおりとする。 

名称 位置 所管区域 

柏市保健所 柏市柏下65番地1 本市の区域 

（平21条例34・一部改正） 

（手数料） 

第３条 地域保健法施行令（昭和23年政令第77号。以下「令」という。）第８条第

１項第１号に規定する特に費用を要する衛生上の試験及び検査その他の業務に

係る役務（規則で定めるものを除く。）の提供を受ける者は，手数料を納入しな

ければならない。 

２ 前項の手数料の額は，健康保険法（大正11年法律第70号）第76条第２項の規

定により厚生労働大臣が定める算定方法又は高齢者の医療の確保に関する法律

（昭和57年法律第80号）第71条第１項の規定により厚生労働大臣が定める算定

基準により算定した額の100分の80に相当する額に，その額に100分の８を乗じ

て得た額（10円未満の端数があるときは，これを切り捨てた額）を加えた額と

する。ただし，この算定方法により算定し難いものは，実費に相当する額とし

て規則で定める額とする。 

参考資料１ 
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３ 手数料の納入の時期は，第１項に規定する役務の提供を受ける時とする。た

だし，市長が特別の理由があると認めるときは，この限りでない。 

４ 市長は，令第８条第１項ただし書に規定する場合その他市長が特別の理由が

あると認める場合は，規則で定めるところにより，手数料を減額し，又は免除

することができる。 

５ 既に納入した手数料は，返還しない。ただし，市長は，特別の理由があると

認めるときは，その手数料の全部又は一部を返還することができる。 

（平25条例52・一部改正） 

（柏市保健衛生審議会の設置） 

第４条 保健所の適正な運営等に資するため，地方自治法（昭和22年法律第67号）

第138条の４第３項の規定により，柏市保健衛生審議会（以下「審議会」という。）

を置く。 

（所掌事務及びその権限） 

第５条 審議会は，市長の諮問に応じ，次に掲げる事項を調査審議する。 

(1) 法第４条第１項に規定する基本指針に係る事項であって市長の権限に属

するものに係る企画，実施及び評価に関する事項 

(2) 動物の愛護及び管理に関する法律（昭和48年法律第105号）第５条第１項

に規定する基本指針に係る事項であって市長の権限に属するものに係る企画，

実施及び評価に関する事項 

(3) その他保健所の運営等に関する事項 

２ 審議会は，前項の規定による調査審議のほか，保健，医療及び生活衛生に関

する重要な事項について，市長に意見を述べることができる。 

（組織） 

第６条 審議会は，委員20人以内をもって組織する。 

２ 審議会に，専門的な事項を調査審議させるため必要があるときは，特別委員

を置くことができる。 

３ 委員は，次に掲げる者のうちから，市長が委嘱する。 
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(1) 学識経験を有する者 

(2) 民間関係団体の構成員 

(3) 関係行政機関の職員 

(4) その他市長が適当と認める者 

４ 特別委員は，次に掲げる者のうちから，市長が委嘱する。 

(1) 当該専門的な事項に関する学識経験を有する者 

(2) その他市長が適当と認める者 

（任期） 

第７条 委員の任期は，２年とする。ただし，委員が欠けた場合の補欠の委員の

任期は，前任者の残任期間とする。 

２ 委員は，再任されることができる。 

３ 特別委員は，その者の委嘱に係る当該専門的な事項に関する調査審議が終了

したときは，解任されるものとする。 

（部会） 

第８条 審議会は，特定の事項を調査審議するため，必要に応じて部会を置くこ

とができる。 

（委任） 

第９条 この条例の施行に関し必要な事項は，市長が別に定める。 

附 則 

この条例は，平成20年４月１日から施行する。 

附 則（平成21年条例第34号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は，平成22年４月１日から施行する。 

附 則（平成25年条例第52号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は，平成26年４月１日から施行する。 
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○柏市保健所条例施行規則 

平成20年３月28日 

規則第42号 

改正 平成29年12月22日規則第91号 

（趣旨） 

第１条 この規則は，柏市保健所条例（平成19年柏市条例第47号。以下「条例」

という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（検査の申込み） 

第２条 保健所の行う検査を受けようとする者は，検査申込書を市長に提出する

ことにより，市長に申し込まなければならない。 

（条例第３条第１項の規則で定める役務） 

第３条 条例第３条第１項の規則で定める役務は，次に掲げるものとする。 

(1) HIV抗体検査 

(2) クラミジア抗体検査 

(3) 梅毒血清検査 

(4) 肝炎ウイルス検査 

（平29規則91・一部改正） 

（手数料の減免） 

第４条 条例第３条第４項の規定による手数料の減額又は免除（以下「手数料の

減免」という。）をする割合は，次の各号に掲げる者の区分に応じ，それぞれ当

該各号に定めるとおりとする。 

(1) 生活保護法（昭和25年法律第144号）に基づく被保護者 100パーセント 

(2) 国又は他の地方公共団体（本市の区域内に官公署又は施設を設置する国又

は他の地方公共団体が，保健所の行う検査を公務上必要とする場合に限る。） 

50パーセント 

(3) 前２号に定めるもののほか，市長が特に必要と認める者 市長が別に定め

る割合 

参考資料２ 
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２ 手数料の減免を受けようとする者は，必要な書類を添付した柏市保健所手数

料減免申請書を市長に提出することにより，市長に申請しなければならない。

ただし，市長が特別の理由があると認めるときは，口頭により申請することが

できる。 

３ 市長は，前項の規定による申請があったときは，手数料の減額又は免除の可

否を決定し，その旨を柏市保健所手数料減免決定通知書により当該申請をした

者に通知するものとする。 

（手数料の返還） 

第５条 条例第３条第５項ただし書の規定による手数料の返還を受けようとする

者は，必要な書類を添付した柏市保健所手数料返還申請書を市長に提出するこ

とにより，市長に申請しなければならない。ただし，市長が特別の理由がある

と認めるときは，口頭により申請することができる。 

２ 市長は，前項の規定による申請があったときは，手数料の返還の可否を決定

し，その旨を柏市保健所手数料返還決定通知書により当該申請をした者に通知

するものとする。 

（会長及び副会長） 

第６条 条例第４条に規定する柏市保健衛生審議会（以下「審議会」という。）に

会長及び副会長各１人を置き，委員の互選により定める。 

２ 会長は，会務を総理し，審議会を代表する。 

３ 副会長は，会長を補佐し，会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは，

その職務を代理する。 

（会議及び議事） 

第７条 審議会の会議は，必要に応じて会長が招集し，その議長となる。 

２ 審議会の会議は，在任の委員及び議事に関係のある特別委員の過半数の出席

がなければ，開くことができない。 

３ 審議会の会議の議事は，出席の委員及び特別委員の過半数をもって決し，可

否同数のときは，議長の決するところによる。 
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（部会） 

第８条 条例第８条に規定する部会（以下「部会」という。）に属すべき委員及び

特別委員は，会長が指名する。 

２ 部会に部会長及び副部会長１人を置き，会長の指名する委員又は特別委員を

もって充てる。 

３ 部会長は，部会の会務を総理し，部会を代表する。 

４ 副部会長は，部会長を補佐し，部会長に事故があるとき又は部会長が欠けた

ときは，その職務を代理する。 

５ 部会の会議及び議事は，審議会の会議及び議事に準じて行う。 

６ 審議会は，前条第３項の規定にかかわらず，その定めるところにより，部会

の議決をもって審議会の議決とすることができる。 

７ 部会長は，前項の規定により部会の議決をしたときにあっては部会の会議の

結果を，部会の審議が長期にわたる場合で部会長が必要と認めるときにあって

は部会の会議の経過を審議会に報告するものとする。 

（意見の聴取等） 

第９条 審議会（部会に調査審議させる場合にあっては，部会）は，必要に応じ

て委員及び特別委員以外の関係者に対し，会議への出席を求めてその意見若し

くは説明を聴き，又は資料の提出を求めることができる。 

（審議会の運営） 

第10条 この規則で定めるもの及び次条の規定により市長が別に定めるものを除

くほか，審議会の運営に関し必要な事項は，会長が審議会に諮って定める。 

（補則） 

第11条 この規則に定めるもののほか必要な事項は，市長が別に定める。 

附 則 

この規則は，平成20年４月１日から施行する。 

附 則（平成29年規則第91号） 

この規則は，公布の日から施行する。 



 34

 

柏 市 附 属 機 関 等 組 織 運 営 要 領  

 

制 定  平 成 ２ ３ 年 １ ２ 月  ６ 日  

施 行  平 成 ２ ３ 年 １ ２ 月  ６ 日  

 

（ 目 的 等 ）  

第 １ 条  こ の 要 領 は ， 附 属 機 関 等 の 組 織 の 簡 素 化 と 運 営 の 透 明 性 ，

公 正 性 を 確 保 す る と と も に ， 市 政 に 対 す る 市 民 の 理 解 と 信 頼 を 深

め ， も っ て 開 か れ た 市 政 の 推 進 に 寄 与 す る こ と を 目 的 と す る 。  

（ 定 義 ）  

第 ２ 条  こ の 要 領 に お い て ， 次 の 各 号 に 掲 げ る 用 語 の 意 義 は ， そ れ

ぞ れ 当 該 各 号 に 定 め る と こ ろ に よ る 。  

 (1) 附 属 機 関  

   地 方 自 治 法 （ 昭 和 ２ ２ 年 法 律 第 ６ ７ 号 ） 第 １ ３ ８ 条 の ４ 第 ３

項 の 規 定 に よ り ， 法 律 又 は 条 例 に よ り 設 置 さ れ た 機 関 を い う 。  

 (2) 懇 談 会  

  有 識 者 等 か ら 意 見 を 聴 取 又 は 意 見 交 換 を 行 い ,市 政 へ の 反 映

等 を 目 的 と し た 本 市 が 開 催 す る 会 合 を い う 。  

 (3) 連 絡 ・ 調 整 会 議 ， 研 究 会 等 （ 以 下 「 調 整 会 議 等 」 と い う 。 ）  

   市 の 職 員 以 外 の 者 を 構 成 員 に 含 め た 組 織 で あ っ て ， 次 の い ず

れ か に 該 当 す る 組 織 を い う 。  

  ア  連 絡 ・ 調 整 会 議 （ 関 係 団 体 ， 関 係 機 関 と の 連 絡 調 整 ， 意 見

調 整 等 を 主 な 目 的 と し ， 市 は 一 構 成 員 と し て 参 加 す る も の ）  

  イ  実 行 委 員 会 （ ま ち づ く り や イ ベ ン ト の 実 行 ， 啓 発 等 を 主 な

目 的 と す る も の ）  

  ウ  研 修 ・ 研 究 会 （ 本 市 職 員 の 研 修 ， 研 究 等 を 主 な 目 的 と す る

も の ）  

  エ  説 明 会 ・ ワ ー ク シ ョ ッ プ 等 （ 不 特 定 多 数 を 対 象 と す る も の

で ， 広 聴 を 主 な 目 的 と す る も の ）  

（ 設 置 ）  

第 ３ 条  次 の 各 号 に 掲 げ る 項 目 に 該 当 す る 場 合 は ， 原 則 と し て 新 た

な 附 属 機 関 を 設 置 し な い も の と す る 。  

(1) 市 民 等 の 意 見 を 聞 く に あ た り ， 市 政 モ ニ タ ー 制 度 又 は パ ブ リ

参考資料３ 
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ッ ク コ メ ン ト 制 度 （ 意 見 公 募 手 続 ） な ど ， 他 の 方 法 を 活 用 し た

方 が よ り 効 果 的 で あ る と 考 え ら れ る 場 合  

(2) 不 服 審 査 又 は 行 政 処 分 へ の 関 与 な ど ， 法 令 の 改 正 等 に よ り 新

た に 附 属 機 関 の 審 議 事 項 と す べ き も の が 発 生 し た 場 合 で あ っ て ，

審 議 分 野 の 共 通 性 等 に 着 目 し た と き ， 既 存 の 附 属 機 関 に お い て

審 議 す る こ と が 可 能 で あ る 場 合  

（ 廃 止 ）  

第 ４ 条  次 の 各 号 に 掲 げ る 項 目 に 該 当 す る 場 合 は ， 原 則 と し て 附 属

機 関 及 び 懇 談 会 を 廃 止 又 は 統 合 す る も の と す る 。  

(1) 所 期 の 目 的 が 既 に 達 成 さ れ て い る 場 合  

(2) 社 会 経 済 情 勢 又 は 市 民 ニ ー ズ の 変 化 等 に よ り ， 著 し く 設 置 の

必 要 性 が 低 下 し た 場 合  

(3) 活 動 が 著 し く 不 活 発 な 場 合  

(4) 市 政 モ ニ タ ー 制 度 又 は パ ブ リ ッ ク コ メ ン ト 制 度 （ 意 見 公 募 手

続 ） な ど ， 他 の 方 法 を 活 用 し た 方 が よ り 効 果 的 で あ る と 考 え ら

れ る 場 合  

(5) 設 置 目 的 又 は 審 議 分 野 等 が 他 の 附 属 機 関 と 類 似 又 は 重 複 し て

い る 場 合  

（ 組 織 等 ）  

第 ５ 条  附 属 機 関 ， 懇 談 会 及 び 調 整 会 議 等 の 組 織 及 び 構 成 等 は ， 次

の と お り と す る 。  

(1) 附 属 機 関 の 名 称 は ， 原 則 と し て 次 の と お り と す る 。  

ア  審 査 会  

特 定 の 事 項 に つ い て 判 定 又 は 結 論 を 導 き 出 す た め に ， そ の

内 容 を 調 べ る も の  

イ  調 査 会  

一 定 の 範 囲 の 事 項 に つ い て ， そ の 真 実 を 調 べ る も の  

ウ  審 議 会 ， 委 員 会  

諮 問 に 応 じ て 特 定 の 事 項 に つ い て 論 議 し ， 意 見 又 は 見 解 に

つ い て 答 申 等 を 行 う も の  

(2) 懇 談 会 及 び 調 整 会 議 等 の 名 称 に は ， 審 査 会 ， 調 査 会 ， 審 議 会 ，

委 員 会 等 の 附 属 機 関 と 混 同 す る 名 称 を 用 い な い も の と す る 。  

(3) 附 属 機 関 の 委 員 の 数 は ， お お む ね 次 の と お り と す る 。  
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ア  審 査 会 及 び 調 査 会  

１ ０ 人 以 下  

イ  審 議 会 ， 委 員 会  

１ ５ 人 以 下  

(4) 附 属 機 関 及 び 懇 談 会 の 委 員 構 成 は ， 可 能 な 限 り 次 の と お り と

す る 。  

ア  委 員 に よ り 代 表 さ れ る 意 見 ， 学 識 ， 経 験 等 が ， 公 正 か つ

均 衡 の 取 れ た 構 成 に な る よ う 留 意 す る 。  

イ  審 議 事 項 に 利 害 関 係 を 有 す る 委 員 を 選 任 す る 場 合 は ， 一

方 の 利 害 を 代 表 す る 委 員 の 数 を ， 総 委 員 数 の 半 数 以 下 と す る 。  

ウ  同 一 団 体 か ら の 推 薦 に よ る 委 員 は ， 一 の 附 属 機 関 に つ き

１ 人 と す る 。  

エ  男 女 の 一 方 の 委 員 数 が ， 委 員 総 数 の １ ０ ０ 分 の ３ ５ 未 満

と な ら な い よ う に す る 。  

オ  法 令 等 に 基 づ く 場 合 又 は 特 に 必 要 と 認 め る 理 由 が あ る 場

合 を 除 き ， 市 議 会 議 員 は 委 員 と は し な い 。  

(5) 附 属 機 関 及 び 懇 談 会 の 委 員 の 任 期 と 兼 職 の 取 扱 い は ， 可 能 な

限 り 次 の と お り と す る 。 た だ し ， プ ロ ポ ー ザ ル 方 式 選 定 委 員 会 ，

ネ ー ミ ン グ ラ イ ツ 導 入 審 査 委 員 会 ， 指 定 管 理 者 導 入 方 針 検 討 委

員 会 及 び 指 定 管 理 者 候 補 者 選 定 委 員 会 は 除 く 。  

ア  一 の 者 は ， 一 の 附 属 機 関 又 は 懇 談 会 の 委 員 の 任 期 に つ い

て ， 連 続 し て ３ 期 を 越 え る こ と は で き な い 。  

イ  一 の 者 は ， 同 時 に ３ を 越 え る 附 属 機 関 又 は 懇 談 会 の 委 員

を 兼 ね る こ と は で き な い 。  

(6) 市 民 の 意 見 及 び 市 内 有 識 者 の 登 用 を 目 的 と し て ， 附 属 機 関 及

び 懇 談 会 の 委 員 に つ い て 公 募 を 行 う 。  

た だ し ， 以 下 の 附 属 機 関 及 び 懇 談 会 に つ い て は こ の 限 り で は

な い 。  

ア  非 公 開 又 は 部 分 公 開 で 開 催 さ れ る 附 属 機 関 及 び 懇 談 会  

イ  行 政 処 分 に 関 係 す る 附 属 機 関 及 び 懇 談 会  

ウ  高 い 専 門 性 が 求 め ら れ る 附 属 機 関 及 び 懇 談 会  

(7) 附 属 機 関 及 び 懇 談 会 の 委 員 の 公 募 手 続 き 及 び 選 考 方 法 等 は ，

別 に 定 め る と こ ろ に よ る 。  
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(8) 懇 談 会 は ， 合 議 体 と な ら な い よ う 定 員 及 び 議 事 手 続 き 等 を 定

め な い も の と す る 。  

（ 会 議 の 公 開 等 ）  

第 ６ 条  附 属 機 関 及 び 懇 談 会 の 会 議 の 公 開 及 び 概 要 の 公 表 な ど は ，

柏 市 附 属 機 関 会 議 公 開 等 要 領 の 規 定 に 基 づ く も の と す る 。  

（ 事 務 分 掌 ）  

第 ７ 条  附 属 機 関 ， 懇 談 会 及 び 調 整 会 議 に 関 す る 事 務 分 掌 は ， 次 の

と お り と す る 。  

(1) 附 属 機 関 ， 懇 談 会 の 総 括 的 事 項 に つ い て は ， 企 画 部 行 政 改 革

推 進 課 （ 以 下 ， 「 総 括 担 当 課 」 と い う 。 ） が 所 管 す る 。  

(2) 附 属 機 関 ， 懇 談 会 及 び 調 整 会 議 の 委 員 の 選 任 そ の 他 の 基 本 的

な 事 項 に つ い て は ， 附 属 機 関 ， 懇 談 会 及 び 調 整 会 議 の 庶 務 を 処

理 す る 部 署 （ 以 下 ， 「 運 営 担 当 課 」 と い う 。 ） が 所 管 す る 。  

(3) 附 属 機 関 及 び 懇 談 会 の 設 置 ， 委 員 選 任 な ど ， 附 属 機 関 及 び 懇

談 会 の 運 営 に 係 る 重 要 事 項 の 決 定 に あ た っ て は ， 運 営 担 当 課 は

総 括 担 当 課 の 合 議 を 経 る こ と と す る 。  

 

附  則  

こ の 要 領 は ， 平 成 ２ ３ 年 １ ２ 月 ６ 日 か ら 施 行 す る 。  

   附  則  

 こ の 要 領 は ， 平 成 ２ ９ 年 ４ 月 １ 日 か ら 施 行 す る 。  
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   柏 市 附 属 機 関 等 会 議 公 開 等 要 領  

 

                制 定  平 成 １ ２ 年  ９ 月 ２ ９ 日  

                施 行  平 成 １ ２ 年 １ ０ 月  １ 日  

 

 （ 趣 旨 ）  

第 １ 条  こ の 要 領 は ， 柏 市 情 報 公 開 条 例 （ 平 成 １ ２ 年 柏 市 条 例 第 ４

号 。以 下「 条 例 」と い う 。）第 ２ ３ 条 の 規 定 に よ る 実 施 機 関 に 置 く

附 属 機 関 及 び こ れ に 類 す る も の の 会 議 の 公 開 等 に 関 し 必 要 な 事 項

を 定 め る も の と す る 。  

 （ 定 義 ）  

第 ２ 条  こ の 要 領 に お い て ， 次 の 各 号 に 掲 げ る 用 語 の 意 義 は ， そ

れ ぞ れ 当 該 各 号 に 定 め る と こ ろ に よ る 。  

(1) 附 属 機 関  地 方 自 治 法 （ 昭 和 ２ ２ 年 法 律 第 ６ ７ 号 ） 第 １ ３ ８

条 の ４ 第 ３ 項 の 規 定 に よ り ， 法 律 又 は 条 例 に 基 づ き 設 置 さ れ た

附 属 機 関 を い う 。  

(2) 懇 談 会  条 例 第 ２ ３ 条 の こ れ に 類 す る も の を い い ,有 識 者 等

か ら 意 見 を 聴 取 又 は 意 見 交 換 を 行 い ， 市 政 へ の 反 映 等 を 目 的 と

し た 本 市 が 開 催 す る 会 合 を い う 。  

(3) 庶 務 担 当 課 等  附 属 機 関 又 は 懇 談 会 の 庶 務 を 担 当 す る 課 等 を

い う 。  

 （ 会 議 の 非 公 開 の 決 定 ）  

第 ３ 条  条 例 第 ２ ３ 条 第 １ 項 た だ し 書 の 規 定 に よ る 会 議 の 全 部 又 は

一 部 を 公 開 し な い 旨 の 決 定 は ， 附 属 機 関 に あ っ て は ， 附 属 機 関 の

長 が ， 当 該 附 属 機 関 に 諮 っ て 行 う も の と し ， 懇 談 会 に あ っ て は ，

庶 務 担 当 課 等 の 長（ 以 下「 運 営 担 当 課 長 」と い う 。）が ，行 う も の

と す る 。 た だ し ， 附 属 機 関 の 長 が 選 任 さ れ て い な い 場 合 に は ， 当

該 附 属 機 関 の 運 営 担 当 課 長 が 当 該 決 定 を 行 う こ と が で き る 。  

２  前 項 の 規 定 に よ り 附 属 機 関 に 諮 っ て 行 う 決 定 は ， 出 席 し た 附 属

機 関 の 委 員 の 過 半 数 で 決 し ， 可 否 同 数 の と き は ， 附 属 機 関 の 長 の

決 す る と こ ろ に よ る 。  

 （ 会 議 の 開 催 の 周 知 ）  

参考資料４ 
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第 ４ 条  運 営 担 当 課 長 は ， 附 属 機 関 の 会 議 を 公 開 す る 場 合 （ そ の 会

議 の 一 部 を 公 開 す る 場 合 を 含 む 。以 下 同 じ 。）に あ っ て は ，当 該 会

議 の 開 催 日 の ２ 週 間 前 ま で に ， 例 １ を 参 考 に 作 成 す る 会 議 開 催 案

内 を ， 行 政 資 料 室 （ 柏 市 行 政 資 料 室 要 領 （ 平 成 １ ２ 年 ９ 月 ２ ９ 日

制 定 ） 第 １ 条 第 １ 項 の 規 定 に よ り 設 置 さ れ た 柏 市 行 政 資 料 室 を い

う 。以 下 同 じ 。）に 掲 示 し ，及 び 報 道 機 関 へ の 情 報 提 供 の た め 広 報

を 担 当 す る 課 の 長（ 以 下「 広 報 担 当 課 長 」と い う 。）に 情 報 を 提 供

す る と と も に ， 広 報 紙 及 び ホ ー ム ペ ー ジ に 掲 載 す る こ と 等 に よ り

周 知 を 図 る よ う 努 め る も の と す る 。 た だ し ， 当 該 会 議 を 緊 急 に 開

催 す る 必 要 が 生 じ た と き は ， こ の 限 り で な い 。  

２  広 報 担 当 課 長 は ， 前 項 本 文 の 規 定 に よ り ， 提 供 を 受 け た 会 議 開

催 情 報 を 遅 滞 な く 報 道 機 関 に 通 知 す る も の と す る 。  

 （ 会 議 の 公 開 の 方 法 等 ）  

第 ５ 条  附 属 機 関 の 会 議 の 公 開 は ， 附 属 機 関 が 会 議 の 傍 聴 を 希 望 す

る 者 に ， 当 該 会 議 の 傍 聴 を 認 め る こ と に よ り 行 う も の と す る 。  

２  附 属 機 関 は ， 会 議 を 公 開 す る 場 合 に は ， 傍 聴 を 認 め る 者 の 定 員

を あ ら か じ め 定 め ，当 該 会 議 の 会 場 に 傍 聴 席 を 設 け る も の と す る 。 

３  附 属 機 関 は ，第 １ 項 の 規 定 に よ り 会 議 の 傍 聴 を 認 め た 者 に 対 し ，

会 議 資 料 （ 条 例 第 ７ 条 各 号 に 掲 げ る 情 報 の い ず れ か が 記 録 さ れ て

い る も の を 除 く 。） を 配 付 す る も の と す る 。  

４  附 属 機 関 は ， 会 議 を 公 開 す る に 当 た っ て は ， 会 議 が 公 正 か つ 円

滑 に 行 わ れ る よ う ， 例 ２ を 参 考 に 傍 聴 に 係 る 手 続 及 び 遵 守 事 項 を

定 め ， 会 議 の 会 場 に お け る 秩 序 の 維 持 に 努 め る も の と す る 。  

 （ 会 議 録 ， 会 議 資 料 等 の 公 表 ）  

第 ６ 条  運 営 担 当 課 長 は ， 条 例 第 ２ ３ 条 第 ２ 項 の 規 定 に よ り ， 附 属

機 関 の 会 議 終 了 後 速 や か に ， 例 ３ を 参 考 に 会 議 録 を 作 成 す る も の

と し ， 発 言 し た 委 員 名 は 原 則 記 載 す る も の と す る 。  

２  運 営 担 当 課 長 は ， 附 属 機 関 の 会 議 が 公 開 に よ り 開 催 さ れ た 場 合

に は ，条 例 第 ２ ３ 条 第 ３ 項 の 規 定 に よ り ，前 項 の 会 議 録 の 写 し（ 当

該 会 議 の 一 部 が 公 開 に よ り 開 催 さ れ た 場 合 に は ， 当 該 公 開 さ れ た

部 分 に 限 る 。）を 行 政 資 料 室 に 配 架 す る と と も に，ホ ー ム ペ ー ジ に

掲 載 し ， 一 般 の 閲 覧 に 供 す る も の と す る 。  

３  運 営 担 当 課 長 は ， 附 属 機 関 の 会 議 が 公 開 に よ り 開 催 さ れ た 場 合
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に は ， 当 該 会 議 に 係 る 会 議 資 料 （ 当 該 会 議 の 一 部 が 公 開 に よ り 開

催 さ れ た 場 合 に は ，当 該 公 開 さ れ た 部 分 に 限 る 。）を 原 則 ，行 政 資

料 室 に 配 架 す る と と も に ， ホ ー ム ペ ー ジ に 掲 載 し ， 一 般 の 閲 覧 に

供 す る も の と す る 。  

４  運 営 担 当 課 長 は ， 附 属 機 関 の 会 議 が 非 公 開 に よ り 開 催 さ れ た 場

合 に は ， 例 ４ を 参 考 に 作 成 す る 会 議 開 催 状 況 を 行 政 資 料 室 に 配 架

す る と と も に ， ホ ー ム ペ ー ジ に 掲 載 し ， 一 般 の 閲 覧 に 供 す る も の

と す る 。  

 （ 概 要 の 作 成 及 び 公 表 等 ）  

第 ７ 条  運 営 担 当 課 長 は ， 所 管 す る 附 属 機 関 を 設 置 ， 変 更 等 し た 場

合 は ， 例 ５ を 参 考 に 作 成 す る 附 属 機 関 の 概 要 を 行 政 資 料 室 に 配 架

し ， 並 び に ホ ー ム ペ ー ジ に 掲 載 す る こ と 等 に よ り 情 報 の 公 開 に 努

め る も の と す る 。  

２  運 営 担 当 課 長 は ， 所 管 す る 附 属 機 関 が 廃 止 さ れ た 場 合 は ， 行 政

資 料 室 及 び ホ ー ム ペ ー ジ で の 公 開 内 容 を 変 更 す る も の と す る 。  

 （ 運 用 状 況 の 公 表 ）  

第 ８ 条  条 例 第 ２ ７ 条 の 規 定 に よ る 施 行 の 状 況 の 取 り ま と め 及 び 公

表 に つ い て は ， 附 属 機 関 及 び 懇 談 会 の 総 括 を 担 当 す る 課 の 長 が ，

年 １ 回 ， 行 う も の と す る 。  

２  前 項 の 公 表 は ， 同 項 の 取 り ま と め を し た 施 行 の 状 況 に つ い て 行

政 資 料 室 に 配 架 し ， 及 び そ の 概 要 を 広 報 紙 及 び ホ ー ム ペ ー ジ に 掲

載 す る こ と に よ り 行 う も の と す る 。  

 （ 準 用 ）  

第 ９ 条  第 ４ 条 か ら 第 ７ 条 ま で の 規 定 は ， 懇 談 会 の 会 議 等 に つ い て

準 用 す る 。  

 （ 補 則 ）  

第 １ ０ 条  こ の 要 領 に 定 め る も の の ほ か 必 要 な 事 項 は ， 市 長 が 別 に

定 め る 。  

 

   附  則  

 （ 施 行 期 日 ）  

１  こ の 要 領 は ， 平 成 １ ２ 年 １ ０ 月 １ 日 （ 以 下 「 施 行 日 」 と い う 。）

か ら 施 行 す る 。  
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 （ 経 過 措 置 ）  

２  第 ３ 条 第 １ 項 の 規 定 に か か わ ら ず ， 附 属 機 関 等 の 長 が 選 任 さ れ

て い る 場 合 で あ っ て ， 同 項 の 決 定 が さ れ て い な い と き は ， 施 行 日

以 後 初 め て 行 う 会 議 に つ い て ， 運 営 担 当 課 長 が 同 項 の 決 定 を 行 う

こ と が で き る 。  

３  第 ４ 条 及 び 第 ５ 条（ 第 １ 項 を 除 く 。）の 規 定 は 平 成 １ ２ 年 １ １ 月

１ 日 以 後 に 開 催 す る 会 議 に つ い て 適 用 し ， 同 日 前 に 開 催 す る 会 議

に つ い て は な お 従 前 の 例 に よ る 。  

   附  則  

 こ の 要 領 は ， 平 成 １ ４ 年 ７ 月 １ 日 か ら 施 行 す る 。  

   附  則  

 こ の 要 領 は ， 平 成 １ ７ 年 ５ 月 ９ 日 か ら 施 行 す る 。  

   附  則  

 こ の 要 領 は ， 平 成 １ ８ 年 ４ 月 １ 日 か ら 施 行 す る 。  

   附  則  

 こ の 要 領 は ， 平 成 ２ １ 年 ９ 月 １ ４ 日 か ら 施 行 す る 。  

   附  則  

 こ の 要 領 は ， 平 成 ２ ３ 年 １ ２ 月 ６ 日 か ら 施 行 す る 。  

   附  則  

 こ の 要 領 は ， 平 成 ２ ７ 年 ４ 月 １ 日 か ら 施 行 す る 。  

附  則  

 こ の 要 領 は ， 平 成 ２ ９ 年 ４ 月 １ 日 か ら 施 行 す る 。  

附  則  

 こ の 要 領 は ， 平 成 ３ ０ 年 ４ 月 １ 日 か ら 施 行 す る 。  

 

 




